
議  案 



議案第１号 

令和２年度財政投融資計画補正 



計  画 補  正 改定計画 計  画 補  正 改定計画 計  画 補  正 改定計画 計  画 補  正 改定計画 計  画 補  正 改定計画 計  画 補  正 改定計画

(億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円) (億円)

 (3,000) ( －)  (3,000)

 81,633 25,630  107,263

 (100) ( －)  (100)

 1,735 2,009  3,744

 (200) ( －)  (200)

 231 335  566

 (6,100) ( －)  (6,100)

 18,000 1,000  19,000

 (50,407) ( －)  (50,407)

 (59,807) ( －)  (59,807)

 265 117,625 － － 29,346  102 29,448

11,000 － 4,500

地 方 公 共 団 体  29,346  102 29,448 －  －

 13,200

 2,000 31,000 1,000 12,000 29,000

117,360 88,014  163  88,177

－ 3,844

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行  4,500  － 4,500 2,000  1,000 3,000 4,500

沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫  3,684

17,044 4,075  13,535 17,610－

3,702

－  －独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構  3,844  13,200 17,044 －  －

18 11,59218 － － － －

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫  130,170  310,810 440,980 214 613,45765,000 130,384 －  375,810 506,194 212,017  401,440

 4,146 7,848 5,437  6,155

6,510

 財政投融資計画の運用に当たっては、経済事情の変動等に応じ、国会の議決の範囲内で財政融資又は政府保証を増額することができる。

     (注)   1   「財政融資」､「産業投資」及び「政府保証」は、それぞれ「財政融資資金の長期運用に対する特別措置に関する法律」(昭48法7)第5条第2項第1号、第2号及び第3号に掲げる運用、投資及び債務保証である。

             2   「自己資金等」欄の（　）書は、財投機関債(独立行政法人等が民間金融市場において個別に発行する政府保証のない公募債券をいう｡)の発行により調達する金額を内書したものである｡

             3   「参考」欄の計数は、それぞれ四捨五入によっている。

16,821  65,000  81,821 234,072合  　　　　　　　　　　　　　　　計 211,741  328,258 539,999 5,510  1,000

28機関
3,278  － 12,321 55,796

食 料 安 定 供 給 特 別 会 計 外
40,197  －

628,330

55,79612,321

 394,258

産　業　投　資 政　府　保　証

 65,000

合      　　　計
参        　　　　　　　　　　　　　   考

 － 40,197 3,278  －

214 －

－ －

 4,146 7,830
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令  和  ２  年  度  財  政  投  融  資  計  画  補  正
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財　政　融　資



議案第２号 

令和２年度財政融資資金運用計画の一部変更 



 

 

 

令和２年度財政融資資金運用計画の一部変更について 

 

 

令和２年度における財政融資資金運用計画について、下記のとおり変更す

る。 

 

記 

 

（単位：億円） 

機 関 名 現計画 追 加 追加後計画 

株式会社日本政策金融公庫 １３０，１７０ ３１０，８１０ ４４０，９８０ 

沖縄振興開発金融公庫 ３，６８４ ４，１４６ ７，８３０ 

独立行政法人福祉医療機構 ３，８４４ １３，２００ １７，０４４ 

地方公共団体 ２９，３４６ １０２ ２９，４４８ 

 



議案第３号 

令和２年度の財政融資資金の融通条件の改定 



 

 

令和２年度の財政融資資金の融通条件の改定について 

 

 

令和２年度の財政融資資金の融通条件（令和元年１２月１８日決定、令和２年

４月６日改定、令和２年度特別会計補正予算（特第１号）の成立日から適用）を

下記のように改め、令和２年度特別会計補正予算（特第２号）の成立日から適用

する。 

なお、貸付利率は、国債の利回りを基準として財務大臣が毎月定める利率とす

る。 

 

記 

 

 

１．記３ 株式会社日本政策金融公庫に対する貸付けイ－（イ）ただし書を次の 

とおり改める。 

 

ただし、（ⅰ）令和２年度における貸付けのうち２，８６０億円について

は、１５年以内、１６，３７０億円については、１５年以

内（１年以内の据置期間を含む。）、１５，８８０億円に

ついては、９年以内、６０，０２０億円については、９年

以内（１年以内の据置期間を含む。）、４４，２４０億円

については、６年以内（１年以内の据置期間を含む。）、

８２０億円については、６年以内（満期一括償還） 

（ⅱ）挑戦支援資本強化特例制度に係る貸付けについては、７年

以内（満期一括償還） 

（ⅲ）新型コロナウイルス感染症対策挑戦支援資本強化特別貸付

制度（仮称）に係る貸付けについては、１０年以内（満期

一括償還） 

 

２．記３ 株式会社日本政策金融公庫に対する貸付けイ－（ロ）ただし書を次の 

とおり改める。 

 

ただし、（ⅰ）令和２年度における貸付けのうち４，５０６億円について

は、１５年以内、２８，０５０億円については、１５年以内

（１年以内の据置期間を含む。）、１１，２６８億円につい

ては、１０年以内、４６，７５０億円については、１０年以

内（１年以内の据置期間を含む。）、２８８億円については、

１０年以内（満期一括償還）、２４０億円については、６年



以内（満期一括償還）、１８，７００億円については、５年

以内（１年以内の据置期間を含む。） 

（ⅱ）５年経過ごと金利見直し貸付に係る貸付けについては、５

年以内（満期一括償還）とすることができる。 

（ⅲ）挑戦支援資本強化特例制度に係る貸付けについては、７年

以内（満期一括償還） 

（ⅳ）新型コロナウイルス感染症対策挑戦支援資本強化特別貸付

制度（仮称）に係る貸付けについては、１０年以内（満期一

括償還） 

 

３．記３ 株式会社日本政策金融公庫に対する貸付けイ－（ハ）ただし書を次の 

とおり改める。 

 

ただし、令和２年度における貸付けのうち６５億円については、３０年以

内（２０年以内の据置期間を含む。）、６７０億円については、１５年以

内、２，４０５億円については、１０年以内、３，１３５億円については、

５年以内 

 

４．記３ 株式会社日本政策金融公庫に対する貸付けイ－（ホ）ただし書を次の 

とおり改める。 

 

ただし、指定金融機関への貸付条件を満期一括償還とする貸付に係る貸付

けについては、２０年以内（満期一括償還）、１５年以内（満期一括償還）

又は５年以上１０年以内（満期一括償還）とすることができる。 

 

５．記４ 沖縄振興開発金融公庫に対する貸付けイただし書中（イ）を次のと

おり改める。 

 

（イ）令和２年度における貸付けのうち１９２億円については、２５年以

内（２年以内の据置期間を含む。）、２０７億円については、２０年以内

（２年以内の据置期間を含む。）、２，７０７億円については、７年以内

（１年以内の据置期間を含む。） 

 

６．記９ 独立行政法人福祉医療機構に対する貸付けイただし書を次のとおり 

改める。 

 

ただし、（イ）福祉貸付のうち経営資金に係る貸付け並びに医療貸付のう 

ち機械購入資金及び長期運転資金に係る貸付けについては、 

５年以内（１年以内の据置期間を含む。） 

（ロ）医療貸付のうち地域医療構想支援資金に係る貸付けにつ 



いては、１０年以内（４年以内の据置期間を含む。） 

（ハ）新型コロナウイルス対応支援資金に係る貸付けについては、 

１５年以内（５年以内の据置期間を含む。） 

（ニ）令和２年度における貸付けのうち１，８３９億円について 

は、３０年以内（２年以内の据置期間を含む。）、１３８億 

円については、１０年以内（１年以内の据置期間を含む。） 

とすることができる。 



議案第４号 

令和２年度及び令和３年度における財政融資資金の 

地方公共団体に対する運用 



議案 

 

 

 

令和２年度及び令和３年度における財政融資資金の地方公共団体に

対する運用について 

 

 

 

 財務大臣は、令和２年度及び令和３年度において、財政融資資金の

地方公共団体に対する運用のうち、地方財政法附則第 33条の５の 12

の規定（地方税法附則第 59条第１項の規定による徴収の猶予等に伴

う地方債の特例）に基づく地方債については、１年以内の運用を行う

ことができることとする。ただし、当該年度中の運用の実績は、翌年

度の本審議会に報告しなければならない。 

 

 





議案第１号、第２号及び第３号関係 



＜主な追加額＞
１．（株）日本政策金融公庫 ３７兆５，８１０億円

（１）中小・小規模事業者向け融資 ： ２２兆２，６３０億円

－ 新型コロナウイルス感染症に関する特別貸付制度の拡充。 （２１兆９，１３０億円）

－ 新型コロナウイルス感染症に関する資本性劣後ローン制度の創設。 （３，５００億円）

（２）中小・中堅・大企業向け危機対応融資 ： １５兆円

－ 企業の資金繰りや資本性劣後ローンの供給強化。

（３）農林漁業者向け融資 ： ３，１８０億円

－ 農林漁業セーフティネット資金の拡充。

２．（独）福祉医療機構 １兆３，２００億円
 新型コロナウイルス感染症により休業や事業を縮小した医療・福祉事業者に対する運転資金融資の拡充。

３．沖縄振興開発金融公庫 ４，１４６億円
 新型コロナウイルス感染症に関する特別貸付の拡充等による、中小・小規模事業者等の資金繰りの支援。

４．（株）日本政策投資銀行 １，０００億円
 DBJ法改正（本年５月22日施行）により、特定投資業務の完了期限が延長され、より中長期的な目線で支援することが可能となった
ことを踏まえ、「新型コロナリバイバル成長基盤強化ファンド」による資本性資金の供給枠を拡充し、十分な投資規模を確保。

令和２年度第２次補正予算における財政投融資計画の追加について

中小・小規模事業者や中堅・大企業等の資金繰りのため、実質無利子・無担保融資を含む、融資規模の拡充
や資本性資金の活用など、金融機能の強化に向けた対応を行う。補正追加額・補正後計画額ともに、過去最高。

追加額 ３９兆４，２５８億円（うち財政融資 ３２兆８，２５８億円、産業投資 １，０００億円、政府保証 ６兆５，０００億円）

令和２年 月 日
財 務 省

（注１）これらのほか、令和２年度第１次補正予算に伴い地方公共団体が実施する事業に必要な資金を確保するため、地方公共団体に対する財政融資を１０２億円追加する。

また、今回の第２次補正予算を受けて、地方公共団体に対する財政投融資の弾力追加を行う可能性がある。

（注２）財政投融資計画の追加の財源として、財投債を３２．８兆円追加発行する予定。
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（注）1. 当初計画ベース。[ ]は補正・弾力による改定後。

2. 平成12年度は、一般財政投融資ベース。

平成20年9月

リーマン・ショック

平成23年3月

東日本大震災

[62.8]

新型コロナウイルス

感染症緊急対応分

1次補正：10.2兆円

2次補正：39.4兆円

財政投融資計画額の推移（フロー）

平成
（年度）

令和



施策①：強力な資金繰り対策（中小・小規模事業者、中堅・大企業）

○ 実質無利子・無担保融資を含む、新型コロナウイルス感染症に関する特別貸付制度を拡充し、
中小・小規模事業者の資金繰りを支援する。

○ 危機対応業務を拡充し、中小・中堅・大企業の資金繰りに万全を期すとともに、民間金融機関
からの金融支援を促す資本性劣後ローンを実施する。

＜（株）日本政策金融公庫（国民・中小）＞

【２年度２次補正追加：財政融資 ２１兆４，１３０億円
政府保証 ５，０００億円】

○ 新型コロナウイルス感染症による影響を受けた中小・小規模事業
者の資金繰りを支援するため、新型コロナウイルス感染症特別貸付
を拡充。
特に影響の大きい中小・小規模事業者に対しては利子補給により

実質無利子・無担保での貸付けを行う。

政 府

日本政策金融公庫（国民・中小）

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けた

中小・小規模事業者

財政融資等

融資

※ 実質無利子化について、当初３年間（国民事業は４千万円【現行：３千万円】、
中小事業は２億円【現行：１億円】が上限）が対象。

※ 貸付限度額について、国民事業は８千万円【現行：６千万円】、中小事業は
６億円【現行：３億円】に拡充する。

○ 新型コロナウイルス感染症特別貸付の拡充等により、中小・小規模
事業者等の資金繰りを支援。
特に影響の大きい中小・小規模事業者に対しては利子補給により

実質無利子・無担保での貸付けを行う。 ※ 実質無利子化は当初３年間。
※ 日本政策金融公庫(国民・中小)に係る施策と同様に実質無利子化上限や貸付限度額を拡充。

＜沖縄振興開発金融公庫＞
【２年度２次補正追加：財政融資 ４，１４６億円】

○ 危機対応業務を拡充し、中小・中堅・大企業の資金繰りに万全を期す
とともに、民間金融機関からの金融支援を促す資本性劣後ローン（５兆
円程度）を実施。

＜（株）日本政策金融公庫（危機対応円滑化業務）＞
【２年度２次補正追加：財政融資 ９兆円、政府保証 ６兆円】

日
本
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影
響
を

受
け
た
事
業
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※ 特に影響の大きい中小企業等に対しては、利子補給により当初３年間
実質無利子・無担保での貸付けを実施（ただし、資本性劣後ローンに
ついては当初３年間の金利を０．５％にする等の引下げを実施）。
また、中堅企業に対しては、当初３年間０．５％の金利引下げを実施。

シニアローン

資本性劣後ローン



施策②：強力な資金繰り対策（医療・福祉事業者、農林漁業者）

○ （独）福祉医療機構の無利子・無担保融資制度を活用し、医療・福祉事業者が新型コロナウイル
ス感染症により休業や事業を縮小した場合の資金繰りを支援する。

○ （株）日本政策金融公庫（農林）の実質無利子・無担保融資制度を活用し、農林漁業者が新型コ
ロナウイルス感染症により経営に影響を受けた場合の資金繰りを支援する。

＜（独）福祉医療機構＞
【２年度２次補正追加：財政融資 １兆３，２００億円】

財政融資資金

貸付け

融資

福祉医療機構

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けた

医療・福祉事業者

○ 新型コロナウイルス感染症により休業や事業を縮小した医療・福祉事業者に対し、無
利子・無担保等の優遇融資により資金繰りを支援。

＜（株）日本政策金融公庫（農林）＞
【２年度２次補正追加：財政融資 ３，１８０億円】

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、経営に
影響が出ている農林漁業者に対し、実質無利子・無
担保での貸付けを行うことにより資金繰りを支援。

貸付け

融資

日本政策金融公庫（農林）

財政融資資金

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けた

農林漁業者

※ 農林漁業セーフティネット資金の特例措置

・貸付期限を１５年【現行：１０年】に延長

（一次補正と同様の特例措置）

・貸付限度額の引き上げ（年間経費：６/１２→１２/１２）

・当初５年間実質無利子化

※ スーパーＬ（農業経営基盤強化）資金の特例措置（一次

補正と同様の特例措置）

・当初５年間実質無利子化

※ 医療貸付
・無利子について、当初５年間１億円まで現行の特例措置として認められているが、このうち、新型
コロナウイルス感染症対応を行っている医療機関は、１億円又は「前年同月からの減収の２か月分」
の高い方の金額まで拡充等。

・無担保について、３億円まで現行の特例措置として認められているが、このうち、新型コロナウイ
ルス感染症対応を行っている医療機関は、３億円又は「前年同月からの減収の６か月分」の高い方
の金額まで拡充等。

※ 福祉貸付
・無利子について、当初５年間３千万円まで現行の特例措置として認められているが、６千万円まで
拡充等。



施策③：資本性資金を活用した財務基盤強化

○ （株）日本政策金融公庫（国民・中小）において、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者
に資本性劣後ローンを供給し、民間金融機関からの金融支援を促しつつ、事業の成長・継続を支援する。

○ 危機対応業務を拡充し、中小・中堅・大企業の資金繰りに万全を期すとともに、民間金融機関
からの金融支援を促す資本性劣後ローンを実施する。【再掲】

○ DBJ法改正（本年５月22日施行）により、特定投資業務の完了期限
が延長され、より中長期的な目線で支援することが可能となったことを
踏まえ、「新型コロナリバイバル成長基盤強化ファンド」による資本性資
金の供給枠を拡充し、十分な投資規模を確保 。

＜（株）日本政策投資銀行（DBJ）＞
【２年度２次補正追加：産業投資 １，０００億円】

＜（株）日本政策金融公庫（国民・中小）＞
【２年度２次補正追加：財政融資 ３，５００億円】

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者に資本性劣後
ローンを供給し、民間金融機関からの金融支援を促しつつ、事業の
成長・継続を支援する。

※ 事業者の金利負担軽減を図るために、当初３年間の金利を
国民事業１．０５％、中小事業０．５％にする等の引下げを実施。

※ 貸付限度額は、国民事業は７千２百万円、中小事業は７．２億円。
※ 貸付期間は、５年１ヶ月、１０年、２０年。
※ 沖縄振興開発金融公庫についても同様の措置を講じる。

政 府

日本政策金融公庫
（国民・中小）

新型コロナウイルス感染症の
影響を受けた

中小・小規模事業者

財政融資
一般会計出資

資本性劣後ローン

民間金融機関

融資

※ 特に影響の大きい中小企業等に対しては、利子補給により当初３年間
実質無利子・無担保での貸付けを実施（ただし、資本性劣後ローンに
ついては当初３年間の金利を０．５％にする等の引下げを実施）。
また、中堅企業に対しては、当初３年間０．５％の金利引下げを実施。

○ 危機対応業務を拡充し、中小・中堅・大企業の資金繰りに万全を期す
とともに、民間金融機関からの金融支援を促す資本性劣後ローン（５兆
円程度）を実施。

＜（株）日本政策金融公庫（危機対応円滑化業務）＞【再掲】
【２年度２次補正追加：財政融資 ９兆円、政府保証 ６兆円】
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(単位：億円)

36,684 93,700 375,810 506,194

うち危機対応円滑化業務 990 60,000 150,000 210,990

　　国民一般向け業務 20,340 17,000 123,630 160,970

　　中小企業者向け業務 9,454 14,000 99,000 122,454

　　農林水産業者向け業務 5,200 2,700 3,180 11,080

2,594 1,250 13,200 17,044

1,266 2,436 4,146 7,848

9,000 2,000 1,000 12,000

地方公共団体 29,346 － 102 29,448

5,711 2,491 － 8,202

その他機関 47,594 － － 47,594

132,195 101,877 394,258 628,330

株式会社日本政策金融公庫

合  計

株式会社日本政策投資銀行

独立行政法人福祉医療機構

独立行政法人国際協力機構

沖縄振興開発金融公庫

当 初 計 画 ２ 次 補 正 追 加 後１ 次 補 正 追 加

令和２年度財政投融資計画補正（案）の概要

機　　関　　名
令 和 ２ 年 度 令 和 ２ 年 度 令 和 ２ 年 度令 和 ２ 年 度

２ 次 補 正 追 加



議案第４号関係 



地⽅税の徴収猶予の特例に伴う地⽅債の創設
１  地⽅税の徴収猶予の特例

２ 地⽅債の創設

＜地⽅債の概要＞

○ 「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２年４⽉7⽇閣議決定、4⽉20⽇変更
閣議決定）を受けて、収⼊が⼤幅に減少（⼀定の期間（1か⽉以上）において前年同期
⽐概ね20％以上の減少）した場合において、無担保かつ延滞⾦なしで１年間、徴収猶予で
きる特例が設けられた。
※ 令和２年２⽉１⽇から令和３年１⽉31 ⽇までに納期限が到来する地⽅税について適⽤。

○上記の徴収猶予の特例が設けられたことに伴い、地⽅公共団体に⼀時的な減収が⽣じるた
め、当該減収額を補うことを⽬的とした地⽅債が創設された。
※ 地⽅税法等の⼀部を改正する法律（令和２年４⽉30⽇公布）により改正された地⽅財政法附則

第33条の５の12により実施。 

・ 起債対象額︓地⽅税の徴収猶予の特例に基づく年度を超えた徴収猶予額
・ 起債年度︓令和２年度及び令和３年度

※ 令和３年度が含まれるのは、令和２年12⽉及び令和３年１⽉を納期限とする地⽅消費税等が
令和３年度の地⽅公共団体の歳⼊にも組み込まれるため。

・ 償還期限︓１年以内
・ 資⾦︓財政融資資⾦⼜は⺠間等資⾦
・ 充当率︓100％



○地⽅財政法（昭和⼆⼗三年法律第百九号）
（地⽅税法附則第五⼗九条第⼀項の規定による徴収の猶予等に伴う地⽅債の特例）
附則第三⼗三条の五の⼗⼆ 地⽅公共団体は、令和⼆年度及び令和三年度に限り、地⽅税法附則第五⼗九条

第⼀項（中略）の規定による徴収の猶予をする場合（中略）には、地⽅公共団体のこれらによる減収額を埋め
るため、第五条の規定にかかわらず、当該減収額を勘案して総務省令で定めるところにより算定した額の範囲内で、
地⽅債を起こすことができる。

○地⽅税法（昭和⼆⼗五年法律第⼆百⼆⼗六号）
（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例）
附則第五⼗九条 地⽅団体の⻑は、新型コロナウイルス感染症（中略）及びそのまん延防⽌のための措置の影響

により令和⼆年⼆⽉⼀⽇以後に納税者⼜は特別徴収義務者の事業につき相当な収⼊の減少であつて総務省令
で定める事実があつたことその他これに類する事実（中略）がある場合において、これらの者が特定⽇（中略）ま
でに納付し、⼜は納⼊すべき地⽅団体の徴収⾦（中略）の全部⼜は⼀部を⼀時に納付し、⼜は納⼊することが
困難であると認められるときは、政令で定めるところにより、その地⽅団体の徴収⾦の納期限内にされたこれらの者の
申請（中略）に基づき、その納期限から⼀年以内の期間（中略）を限り、その地⽅団体の徴収⾦の全部⼜は⼀
部の徴収を猶予することができる。（以下、略）

２〜６ （略）
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